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１．はじめに 

放牧草地では、牧草の⽣産量を確保し、有⽤な草種を維持する上で施肥が必要です。また、放牧期間を通
じて過不⾜なく安定的に牧草が供給されることも重要であり、年間に数回の施肥を⾏うことが推奨されています。
しかし、近年は肥料の⾼⽌まり等のため⼗分な施肥ができない状況や、労働⼒不⾜のため、あるいは傾斜〜急
傾斜地に⽴地する放牧草地での作業性の⾯から複数回の施肥が困難となっている場合がみられます。そのため、
放牧草地では施肥量や施肥回数を減らす施肥改良が急務となっているといえます。 

 
２．⽬標とする施肥改良の概要 

放牧草地での施肥量や施肥回数を減らすために、以下の点に着⽬しました。 
これまでの研究例から、施肥量の低減は、放牧⽜の排泄ふん尿による養分供給に基づいて⾏うこと（三枝ら

2008）や、場所ごとのふん尿排泄の偏りを考慮して⾏うこと（北川・井出 2015）が提案されています。⽜の排
泄ふん尿には肥料成分の窒素、リン酸、カリなどが含まれます。⽜が集まりやすい場所ではふん尿の排泄が多く、
投⼊される養分が多くなる場合があるとともに、ふんの周囲は⽜が⾷草しない不⾷過繁地となるため、施肥した肥
料が無駄になることも考えられます。 

肥料成分のうち、窒素肥料は特にイネ科牧草の⽣産やその維持に役⽴ちます。従来、草地で⽤いられてきた
窒素肥料の多くは速効性であり、⽔に溶けやすい反⾯、すぐに牧草に吸収されやすく、降⾬によって流失しやすい
特⻑があることから、年間に数回の施肥が必要となります。速効性の窒素肥料に対して、緩効性の窒素肥料は
肥効に持続性があります。その中でも、被覆尿素は肥効のコントロールに優れた肥料と⾔えます。これは、草地で
広く⽤いられている速効性の尿素を樹脂などで被覆した肥料で、被覆資材の微細な隙間から⽔分を吸収し、温
度の上昇とともに⽔溶化した窒素が溶出されます（図 1）。そのため、1 回の施肥で⻑期間の窒素供給が可能
となり、作物による窒素利⽤効率も⾼いことが知られています。⼀⽅、被覆尿素は速効性の尿素と⽐較して⾼価
となるため、施肥量を減らすなどのコスト対策が必要となります。 

そこで、⽜の排泄⾏動等に基づいて施肥箇所や施肥量を決定（肥料を撒き分け）して施肥量を減らし、被
覆尿素を導⼊することが重要と考えました。そのために、1)肥料の撒き分けの⽅向性、2)被覆尿素の草地での
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利⽤⽅法を明らかにした上で、3)施肥改良の効果を検証することにしました。 
 

図 1  被覆尿素からの窒素溶出の仕組み 
 
３．施肥改良⽅法の決定と実証 
（１）肥料の撒き分けの⽅向性 

⻑野県の浅間⼭麓南斜⾯に位置する農研機構 畜産研究部⾨ ⼭地放牧研究拠点内の 30 年以上継
続利⽤された放牧草地で⾏いました。この放牧草地は 1.5ha で傾斜⾓ 4〜25 度の起伏に富んだ地形となって
おり、全放牧草地⾯積に対する緩傾斜（15 度未満）の尾根と⾕および急斜⾯（15 度以上）の割合は、そ
れぞれ 38、16 および 46%です。施肥回数は 6 ⽉と 8 ⽉の年 2 回（等分施⽤）、年間施肥量は窒素、リン
酸、カリで 120、90、30kg/ha であり、当該地域の推奨法に準じています。2002 年に⾏った放牧⽜の⾏動調
査結果から、緩傾斜の尾根や⾕に排ふん尿が多いことがわかりました。また、含まれる養分を考慮すると、単位⾯
積当たりに供給されるふん尿由来のカリは草地全⾯で施肥量以上となり、緩傾斜の尾根や⾕の窒素は施肥量
以上になると試算されました。なお、表層 0-5cm 深⼟壌の全窒素含量は尾根で⾼く、交換性カリ含量は草地
全⾯で基準値以上となっていることを確認しており、ふん尿由来養分の分布の傾向と⼀致していました。⼀⽅、⾕
は全窒素などの⼟壌養分が少ないことから、周辺からの集⽔によって養分の流失が起こりやすいと考えられます。
そのため、カリを草地全⾯で無施⽤とし、窒素は緩傾斜の尾根と⾕を無施肥として、急斜⾯のみに施肥すること
や、リン酸は作業性を考慮して、窒素施肥に併せて急斜⾯のみに施肥することが妥当と考えました。すなわち、地
形情報に応じて肥料の撒き分けが可能と考えました（図 2）。 

図 2 肥料の撒き分けのイメージ 
 
（２）被覆尿素の肥効 
 まず、草地表⾯へ施⽤した被覆尿素からの窒素溶出の確認を⾏いました。被覆尿素の選定は、当該地域の
気温データ、施肥時期と窒素を溶出させたい時期の情報を基に、肥料メーカーの窒素溶出シミュレーションソフト
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を⽤いて⾏いました。4 ⽉上旬に施⽤した場合に、6 ⽉あるいは 8 ⽉を中⼼に多くの窒素溶出が⾏われることを
想定し、それぞれシグモイド型 40 ⽇溶出タイプ（25℃の⼟壌中で 20 ⽇の溶出抑制が⾏われた後、20 ⽇で
80%の窒素が溶出する）と 60 ⽇溶出タイプ（25℃の⼟壌中で 30 ⽇の溶出抑制が⾏われた後、30 ⽇で
80%の窒素が溶出する）を選定しました。4 ⽉上旬に施⽤した被覆尿素を１ヶ⽉毎に回収し、肥料中に残存
する尿素含量から期間中の窒素溶出量を推定したところ、概ね想定どおりの窒素溶出が⾏われることを確認しま
した。牧草収量への効果については、⼩規模の栽培試験を⾏い、当該地の推奨施肥（速効性肥料を 6 ⽉と 8
⽉に当分施肥）に対して、速効性の尿素と被覆尿素（シグモイド型溶出タイプ）を 1:1 で併⽤し窒素施肥量
を推奨施肥の 2 割減とし 6 ⽉に 1 回施肥した場合でも、推奨施肥と同等の牧草収量が得られることを明らかに
しました。 

 
 
 
図 3 草地表⾯へ施⽤した被覆尿素からの窒素溶出
率の推移（2 ヵ年の試験の平均値、両年とも 4 ⽉上
旬に施⽤）                 
 
 
 
 
 

（３）被覆尿素を⽤いた肥料の撒き分けの実証 
 ⽜の⾏動調査を⾏った（１）の放牧草地に表 1 の肥料の撒き分けと（２）に基づく被覆尿素の導⼊を併せ
て改良施肥区とし、隣接する同⾯積（1.5ha）で類似した地形⾯を有する放牧草地を慣⾏施肥区としました
（図 4）。これら施肥の詳細を表 1 に⽰しました。それぞれに、平均体重が同等で同頭数となるように⿊⽑繁殖
⽜を 5-11 ⽉に放牧しました。試験は 2012〜2014 年の 3 年間⾏いました。 

 
表 1 慣⾏施肥と改良施肥の施肥⽅法の概要 

図 4 実証試験を⾏った放牧草地 
の地形概要（⾊付き部分は施肥部分を⽰す） 
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2013 と 2014 年に尾根および急斜⾯で牧草の収量調査を⾏ったところ、改良施肥区の尾根および急斜⾯
の牧草収量は、慣⾏施肥区と同等となりました（図 5）。このことから、緩傾斜の尾根では放牧⽜の排ふん尿由
来の養分供給が多いため、施肥によるこれ以上の牧草⽣産の向上は期待できないと⾔えます。そして、改良施
肥区の急斜⾯では被覆尿素を使⽤し、施肥量と施肥回数の低減を⾏っても、慣⾏施肥と同等の牧草収量が
得られることが改めて⽰されました。 

図 5 地形⾯別の年間合計牧草収量の⽐較 
（各地形⾯の 4 箇所において 5-10 ⽉の 1 ヶ⽉に 1 度採取した牧草の合計． 
誤差線︓標準偏差.各地形⾯で施肥処理間に有意差無し（P>0.05）.） 

 
 放牧⽜の増体は 3 年間を通して慣⾏施肥区より改良施肥区で同等以上となる傾向が認められました。これら
牧草収量と放牧⽜の増体の傾向から、改良施肥区では施肥量と回数の低減を⾏っても、慣⾏施肥区と同等の
牧草の供給が⾏われていたと考えられます。 
 施肥に要する燃料費や⼈件費、肥料費を合わせて施肥コストは、改良施肥区では、慣⾏施肥区の約半分程
度になると試算されました。肥料費は各区の施肥コストの 90%以上を占めており、この肥料費が半分程度になっ
た影響が⼤きいと判断しました。 
 
４．今後の展望 
 本研究では、放牧⽜の排泄⾏動の特徴に基づく地形情報に応じた肥料の撒き分けと、被覆尿素の導⼊によ
る施肥量と施肥回数の低減によって、慣⾏施肥と⽐較して牧草の⽣産量を維持しつつ、施肥コストを⼤きく減少
させることを実証しました。なお、施肥量の低減は、定期的な⼟壌診断によって開始や継続を判断することも重要
です。 
 調査で確認した放牧⽜の排泄⾏動については、他の調査事例との類似点が多く認められています。そのため、
ここで提⽰した肥料の撒き分けは、多くの傾斜放牧草地に適⽤が可能だと考えています。被覆尿素の利⽤は⽔
⽥や畑などで⼟壌に混和して施⽤されることがほとんどであり、草地表⾯への施⽤に関しては研究例が限られてい
ます。今後は、本研究で使⽤した銘柄以外の被覆尿素についても評価を⾏い、異なる条件の放牧草地において
も導⼊試験を⾏うなど、研究例を積み重ねていく予定です。 
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